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事業概要

豊橋浄水場再整備等事業（発注者 愛知県企業庁）
✓ 水道事業における国内初のBT＋コンセッション事業。コンセッション事業へ段階的に移行

✓ 先進的な水処理方式を採用し、安定した水処理と省スペース化による大幅な工期短縮を両立

✓ 省エネ・創エネや水素利活用等によるカーボンニュートラルの推進

AICHIウォーター株式会社

再整備期間：2025年12月～2035年9月（約10年間）

運営期間 ：2035年10月～2056年3月（約20年間）

• 再整備費用：約335億円（税込、水素技術導入費用含む）

• 維持管理費用：年2億円（税込）

事業
会社

事業
期間

対象

業務
内容

・浄水場（豊橋浄水場、豊橋南部浄水場
・取水設備（森岡取水場、大清水取水場、万場調整池）
・場外管路（導水管６路線 合計16㎞）

【事業期間共通】
・統括運営業務（統括管理、セルフモニタリング、水素技術の検討及び導入等）
・関連施設業務（小鷹野浄水場と共同使用する施設に関する業務）
【再整備期間】
・豊橋浄水場再整備業務
・豊橋浄水場、豊橋南部浄水場運転管理、場外管路維持管理
【運営期間】
・豊橋浄水場、豊橋南部浄水場、場外管路運営業務
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愛知県の掲げる事業に対するコンセプト

施設の老朽化・耐震性不足への
対応、新たな施設への改築

浄水場施設におけるカーボン
ニュートラルの実現

豊橋市（隣接する小鷹野
浄水場）との連携推進

１ 2 3

考慮すべき課題

• 本事業は、30年と長期のBT+コンセッションとして民間企業の創意工夫による課題解決が求めら
れる。

• 当社では、現状並びに将来の課題を、ヒト・モノ・カネの３つの観点から分析を実施。

技術職員の高齢化、若手職員の減少

直近20年で全産業（-14%）に比
べて減少幅の大きい水道就業者（-
26%）

官民の担い手不足、世代交代遅れ

他分野より遅れているDX活用

南海トラフ地震に対する耐震性

災害や事故に対する耐久性

想定外の原水水質の変動

人口減少による料金収入の減少

老朽化に伴う更新費用の増大

高い固定費比率（削減も困難）

周辺自治体間の料金格差

ヒ ト モ ノ カ ネ

現状把握（コンセプト、考慮すべき課題）
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◆愛知県が示す3つのコンセプトに我々の課題分析を見据え、水道事業を再構築する「AICHIモデル」を策定。

◆水道事業を「AICHIモデル」 の実践による安定的な水の供給と、無駄のない効率的な組織体制を実現

◆東三河地域をかわきりに県全体・日本全体へと「AICHIモデル」 を拡大。

先進的水処理施設を採用し、安定した
水処理と省スペースで大幅な工期短縮

最先端の状態監視技術やIoTセンサーを活用
フェーズフリー思想に基づき南海トラフ
地震に耐えうる強靭な浄水場を構築

未利用エネルギーにより生成した水素利
活用の早期実現

東三河地域につなげるプラットフォーム
構築の支援

AICHIモデル提唱の背景

本事業のビジョン・戦略（全体像）
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専門性を有する企業が集結することによるシナジー効果が期待できます
多様な専門性を有する企業のノウハウ活用、地元企業との連携を図ります

業務委託
契約

出資

出向

SPC

特定事業契約

運転管理

維持管理企業A

愛知県構成企業

代表企業

他

維持管理企業B

設計建設JV

ｈがｂ

設計JV 建設JV

設計建設
工事請負契約

任意事業

地元企業A

土建JV

土木・建築企業

場外管路

維持管理企業C

SPC構成企業

企業名（略称） 各社の特徴

代表企業
準大手ゼネコンの土木・建築企業を中核子会社に持つ総合インフラ
サービス企業
全国で９件のコンセッション事業を営むインフラ運営のパイオニア

電気企業 上下水道電気EPC分野でトップシェアを誇る総合電機企業
上下水道DB事業や下水道事業運営にも参画

機械企業 浄水場の建設実績を豊富に有する水処理エンジニアリング企業

設計企業A 最大手水コンの1社。稼働中の浄水場更新事業の豊富な設計実
績を保有

維持管理企業A 名古屋市内に本社を置く水処理施設の運転維持管理企業

維持管理企業B スペインに本社を置く水事業会社。世界18か国で水事業を実施

地元企業A 豊橋市内に本社を置く地元企業。エネルギー事業中心に幅広く事
業展開

維持管理企業C 水処理施設・管路施設の設計建設を行う総合水インフラ企業

設計企業B 上下水道コンサルタント企業。管路設計において豊富に実績を保
有

地元企業C 地元企業Aのグループ会社であり、豊橋市内に本店をおく地元の総合
建設企業機械

企業

電気
企業

設計
企業A

設計
企業B 地元企業C
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通常の凝集沈澱池と同等の処理能力を有する先進技術の採用
1/3の省スペースを実現し、施工時も既存施設の安定稼働と現場掘削工事も削減

超高速凝集沈澱池の採用
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データ分析により最適な保全計画策定、設備長寿命化に活用
設備の点検、修繕、更新等の資産情報を一元管理

・統合アセットマネジメント（EAM：Enterprise Asset Management）は、設備の点検・修繕・更新などの資産情報
を一元管理します。

・データ分析により最適な保全計画を策定し、設備の長寿命化を図ります。

・保全マネジメントサイクルによる継続的な保全活動の改善と高度化を実現します。

総合アセットマネジメント（EAM）の適用
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施設事故時のバックアップ体制 大規模災害（南海トラフ地震）時のバックアップ体制

近隣維持管理従事者との連携

早期復旧対応に加え、人材・薬品・燃料等を迅速に確保

トラブル発生時に豊橋周辺維持管理従事者に加え、南海トラフ地震発生時も応援要請
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水・水素・エネルギー循環

浄水場との親和性の高い「水-水素-エネルギー循環」を実現
浄水池の未利用エネルギーから水素をつくり、安全に水素をためて、送水ポンプで水素をつかう
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豊橋浄水場 太陽光パネル・小水力発電の配置イメージ図

再生可能エネルギー由来の電力を創出し、カーボンニュートラルに寄与

電力使用量の約1/4を
再生可能エネルギーで発電

豊橋浄水場に太陽光発電設備、小水力発電設備を導入

浄水場の省エネ、創エネの取組
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管理棟の『ZEB』化（Net Zero Energy Building：100%以上削減※ ）を実現
次世代浄水場に向けてZEBに資する様々な省エネ及び創エネ技術を積極的に導入

※送水ポンプを含まず

浄水場の省エネ、創エネの取組

豊橋浄水場 新管理棟ZEB化適用
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地域で雇用した人材を新OM会社職員とし地域に根差す技術者育成を実現
新OM会社は地元維持管理企業として事業運営に関与し任意受託業務もあわせて担う

・代表企業と維持管理企業2社が出資し、地域水事業会社（新OM会社）を設立します。
・新OM会社は維持管理業務を担う地元企業として事業運営に関与しつつ、東三河地域からの任意受託業務もあわせて
担う組織とします。
・事業終了時にSPCは解散しますが、新OM会社は無期限の会社として地域に残ります。
任意受託業務にも継続性が求められるため、地域で雇用した人材を新OM会社職員とすることで地域に根差す技術者とする
ことが可能です。

任意受託業務

出向

維持管理・
運営を担う3社

代表企業

維持管理企業A

維持管理企業B

業務委託契約

運転管理

維持管理
企業A

SPC

地域水事業会社（新OM会社）の設立

東三河地域
出資・支援

新OM会社

維持管理業務
任意受託業務
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事業の安全性・継続性を確保
「支出の平準化・縮減」、「収入変動に対応可能な固定・変動料金設定」の実施

長期収支計画の基本方針



ＡＩＣＨＩウォーター株式会社
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